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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　◯長崎県県民生活環境部関係補助金等交付要綱の改正� 県民生活環境課

　・生活保護法に基づく指定医療機関の指定� 福 祉 保 健 課

　・生活保護法に基づく指定医療機関の変更� 〃

　・生活保護法に基づく指定医療機関の廃止� 〃

◎　公　告

　・肥料登録の失効� 農業イノベーション推進室

　・土地改良区の定款変更の認可（３件）� 農 村 整 備 課

　・土地改良区の役員の就退任（４件）� 〃

◎　人事委員会告示

　◯�職権行使者が人事委員会である県の事業所についての労働基準法の号別等の一部

改正　　　� 人事委員会事務局

長崎県告示第262号

　長崎県県民生活環境部関係補助金等交付要綱（令和２年長崎県告示第302号）の一部を次のように改正し、令

和７年度の予算に係る補助金等から適用する。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

　生活衛生課関係

別表（第２条関係）

　生活衛生課関係

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１ 長崎県

公衆浴

場基幹

設備整

備補助

金

公衆浴

場の経

営の安

定を図

る。

公衆浴場の浴

槽、油タンクそ

の他の基幹設備

の更新及び補修

並びに内装工事

に要する経費。

ただし、補助対

象経費の基準は

知事が別に定め

る。

３分の１

以内。た

だし、75

万５千円

を限度と

する。

略 １ 長崎県

公衆浴

場基幹

設備整

備補助

金

公衆浴

場の経

営の安

定を図

る。

公衆浴場の浴

槽、油タンクそ

の他の基幹設備

の更新及び補修

並びに内装工事

に要する経費。

ただし、補助対

象経費の基準は

知事が別に定め

る。

３分の１

以内。た

だし、77

万８千円

を限度と

する。

略

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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２～４　略 ２～４　略

　食品安全・消費生活課関係 　食品安全・消費生活課関係

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１ 市町金

融広報

生活設

計事業

費補助

金

健全で

合理的

な生活

計画及

び暮ら

しと密

接に関

連する

金融経

済知識

の啓発

と普及

を図る

。

次に掲げる経費

⑴�　金融に関す

る講座、講習

会、学習会、

講演会、セミ

ナー等の開催

に要する経費

⑵�　金融に関す

る情報の発信

に要する経費

⑶�　金融広報委

員会のPR活動

に要する経費

10分の10

以内

市町

１及び２　略 ２及び３　略

　自然環境課関係 　自然環境課関係

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

補助金

の名称

交付の

目　的

補助事業の内容、

対象経費等

補助率

又は額

補　助

対象者

１ 長崎県

国立公

園清掃

活動費

補助金

国立公

園の美

化清掃

を推進

し、そ

の清潔

を保持

する。

県内の国立公園

重点清掃地域で

の美化清掃活動

に要する経費

３分の１

以内

佐 世 保

市、一般

社団法人

平戸観光

協会、五

島市、一

般財団法

人自然公

園財団

１ 長崎県

国立公

園清掃

活動費

補助金

国立公

園の美

化清掃

を推進

し、そ

の清潔

を保持

する。

県内の国立公園

重点清掃地域で

の美化清掃活動

に要する経費

３分の１

以内

佐世保市

一般社団

法人平戸

観光協会

一般社団

法人五島

市観光協

会

一般財団

法人自然

公園財団

２ 緑とい

きもの

賑わい

事業補

助金

「長崎

県生物

の多様

性の保

全に関

する基

本的な

計画」

に基づ

く各種

保全対

策を推

進する

。

次に掲げる事業

等に要する経費

１�　保全地域等

の 風 致 景 観

の改善に係る

事業（市町の

み）

　⑴�　通景確保

事業

　⑵�　公有地に

おける原風

景再生事業

２�　生物多様性

の保全に係る

事業

　⑴　緑化事業

⑴�　２分

の１（

離島部

にあっ

ては３

分の２

）以内

⑵�　10分

の10以

内

⑴�　市町

市町

市町、民

間 団 体

（中小企

業基本法

２ 緑とい

きもの

賑わい

事業補

助金

「長崎

県生物

の多様

性の保

全に関

する基

本的な

計画」

に基づ

く各種

保全対

策を推

進する

。

次に掲げる事業

等に要する経費

１�　保全地域等

の風致景観の

改善に係る事

業

　⑴�　通景確保

事業

　⑵�　公有地に

おける原風

景再生事業

２�　生物多様性

の保全に係る

事業

　⑴�　緑化事業

⑴�　２分

の１（

離島部

にあっ

ては３

分の２

）以内

⑵�　10分

の10以

内

⑴�　２分

の１（

⑴　市町

⑵　市町

⑴�‐１　

市町
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　⑵�　保全地域

等の保全事

業、希少野

生動植物の

保護増殖事

業等

　⑶�　組織基盤

強化事業

　�の場合

は、２

分の１

（離島

部にあ

っては

３分の

２）以

内、民

間団体

の場合

は、２

分の１

以内

⑵�　市町

の場合

は、２

分の１

（離島

部にあ

っては

３分の

２）以

内、

　�民間団

体の場

合は、

10分の

９以内

⑶�　市町

の場合

は、２

分の１

（離島

部にあ

っては

３分の

２）以

内、

　�民間団

体の場

合は、

10分の

９以内

（昭和38

年法律第

154号 ）

に定義さ

れる中小

企業以外

の企業を

除く。）

　⑵�　保全地域

等の保全事

業、希少野

生動植物の

保護増殖事

業等

　�離島部

にあっ

ては３

分の２

）以内

⑵�　２分

の１（

離島部

にあっ

ては３

分の２

）以内

（特定

⑴�‐２　

社会福

祉法人

、学校

法人、

医療法

人

⑴�‐３　

中小企

業等協

同組合

、中小

企業団

体、商

工会議

所、商

工会

⑴�‐４　

中小企

業者

⑴�‐５　

緑化推

進団体

⑴�‐６　

特定非

営利活

動法人

⑴�‐７　

（社）

日本動

物園水

族館協

会及び

（社）

日本植

物園協

会加盟

の動物

園、水

族館、

植物園

⑴�‐８　

任意団

体、ボ

ランテ

ィア団

体

⑵�‐１　

市町

⑵�‐２　

社会福

祉法人

、学校

法人、

医療法
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⑶�　保全等活動

に資する普及

啓発、組織基

盤強化事業

　�非営利

活動法

人、任

意団体

、ボラ

ンティ

ア団体

、中小

企業者

の場合

は10分

の９以

内）

⑶�　２分

の１（

離島部

にあっ

ては３

分の２

）以内

（特定

非営利

活動法

人、任

意団体

、ボラ

ンティ

　人

⑵�‐３　

中小企

業等協

同組合

、中小

企業団

体、商

工会議

所、商

工会

⑵�‐４　

中小企

業者

⑵�‐５　

緑化推

進団体

⑵�‐６　

特定非

営利活

動法人

⑵�‐７　

（社）

日本動

物園水

族館協

会及び

（社）

日本植

物園協

会加盟

の動物

園、水

族館、

植物園

⑵�‐８　

任意団

体、ボ

ランテ

ィア団

体

⑶�‐１　

市町

⑶�‐２　

社会福

祉法人

、学校

法人、

医療法

人

⑶�‐３　

中小企

業等協

同組合

、中小



令和７年４月30日　水曜日� 第11411号長 崎 県 公 報

─ 645 ─

ア団体、

中小企業

者の場合

は10分の

９以内）

　�企業団

体、商

工会議

所、商

工会

⑶�‐４　

中小企

業者

⑶�‐５　

緑化推

進団体

⑶�‐６　

特定非

営利活

動法人

⑶�‐７　

（社）

日本動

物園水

族館協

会及び

（社）

日本植

物園協

会加盟

の動物

園、水

族館、

植物園

⑶�‐８　

任意団

体、ボ

ランテ

ィア団

体

３～５　略 ３～５　略

長崎県告示第263号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定によりその例に

よることとされる場合を含む。）の規定により、指定医療機関として次のとおり指定した。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

（指　定）

医療機関名 開　設　者 所　在　地 指定年月日 有効期間

野のはな薬局
株式会社中山ファーマシー　

代表取締役　中山　英樹

長崎県諫早市高来町峰

469－３
令和６年12月１日 令和12年11月30日

医療法人　井上歯科医

院

医療法人井上歯科医院　理事

長　井上　淳治

長崎県大村市宮小路１丁

目262番地11
令和６年12月11日 令和12年12月10日
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誠真堂薬局　杭出津店
有限会社　ケンコーメディカ

ル　代表取締役　藤川　琢也

長崎県大村市杭出津２－

582－８
令和６年12月４日 令和12年12月３日

医療法人　医理会　柿

添病院附属中野診療所

医療法人　医理会　柿添病院　

理事長　柿添　圭嗣

長崎県平戸市山中町696

－３
令和６年12月１日 令和12年11月30日

げんき堂薬局　おおせ

と店

株式会社ｇｅｎ　代表取締役　

久松　徹

長崎県西海市大瀬戸町瀬

戸樫浦郷163
令和６年12月８日 令和12年12月７日

医療法人清恵会　太田

整形外科

医療法人　清恵会　太田整形

外科　理事長　太田　雄三

長崎県雲仙市国見町多比

良乙433－１
令和６年12月１日 令和12年11月30日

さわせ薬局道ノ尾駅前

店

株式会社さわせ薬局　代表取

締役　澤㔟　瑞城

長崎県西彼杵郡長与町高

田郷８－34
令和６年12月１日 令和12年11月30日

ひろ皮ふ科クリニック
医療法人　せせらぎ　理事長　

山之内　寛嗣

長崎県東彼杵郡川棚町下

組郷385番地４
令和６年12月１日 令和12年11月30日

ゆの薬局
株式会社ユノファーマシー　

代表取締役　松尾　知美

長崎県諫早市八坂町５－

１
令和６年12月１日 令和12年11月30日

江田小児科内科医院 江田　慶輔
長崎県壱岐市石田町印通

寺浦302
令和６年10月15日 令和12年10月14日

甲状腺・乳腺クリニッ

ク

医療法人宇賀外科医院　理事

長　宇賀　達也

長崎県諫早市貝津町1124

番地
令和７年１月１日 令和12年12月31日

海江田耳鼻咽喉科 海江田　哲
長崎県大村市三城町629

－６
令和７年１月１日 令和12年12月31日

三城薬局
株式会社ＵＳ　代表取締役　

瀨﨑　誠

長崎県大村市三城町629

－１
令和７年１月１日 令和12年12月31日

株式会社エム．エス．

ファーマシー　おおむ

ら中央薬局

株式会社エム．エス．ファー

マシー　代表取締役　杉本　

憲昭

長崎県大村市池田２－

299－１
令和７年１月10日 令和13年１月９日

山内眼科医院
医療法人清光会　理事長　山

内　裕司

長崎県壱岐市郷ノ浦町東

触1310番地
令和７年１月１日 令和12年12月31日

医療法人　三島眼科医

院

医療法人三島眼科医院　理事

長　三島　一晃

長崎県東彼杵郡東彼杵町

蔵本郷1716番地６
令和７年１月１日 令和12年12月31日

そのぎ薬局
有限会社ミトマファーマシー　

代表取締役　三苫　勝也

長崎県東彼杵郡東彼杵町

蔵本郷1716－７
令和７年１月１日 令和12年12月31日

なおみレディースクリ

ニック
浜口　直美

長崎県島原市南安徳町丁

4452番地
令和６年12月１日 令和12年11月30日

豊田クリニック 豊田　信寛
長崎県対馬市美津島町雞

知乙387－11
令和７年１月１日 令和12年12月31日

医療法人社団　清和会　

山住医院

医療法人社団　清和会　理事

長　山住　和之

長崎県東彼杵郡東彼杵町

蔵本郷1759－９
令和６年12月２日 令和12年12月１日

やました薬局
株式会社オフィスヤマシタ　

代表取締役　山下　秀一

長崎県諫早市福田町2405

－３
令和７年２月１日 令和13年１月31日

がもう歯科 蒲生　亮平
長崎県大村市富の原２丁

目636番１
令和７年２月１日 令和13年１月31日
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おとやま歯科医院 音山　洋介
長崎県西彼杵郡時津町左

底郷87－１－１Ｆ
令和７年２月１日 令和13年１月31日

医療法人ＥМＳ　西海

救急クリニック

医療法人ＥМＳ　理事長　松

岡　良典

長崎県西海市西海町木場

郷455番地７
令和７年２月１日 令和13年１月31日

えにし薬局
株式会社ＦМファーマシー　

代表取締役　南野　潔

長崎県西海市西海町木場

郷531－１
令和７年２月１日 令和13年１月31日

貞松歯科医院 貞松　広明
長崎県大村市坂口町529

－１
令和７年３月１日 令和13年２月28日

健康堂薬局くちのつ店
株式会社健康堂　代表取締役　

桧和田　洋一

長崎県南島原市口之津町

丁5621－５
令和７年３月１日 令和13年２月28日

海岸通り薬局
有限会社海岸通り薬局　代表

取締役　井手　陽一

長崎県西彼杵郡時津町久

留里郷1447－２
令和７年３月15日 令和13年３月14日

訪問看護ステーション　

いしずえ壱岐

特定非営利活動法人精神医療

サポートセンター　代表理事　

田邉　友也

長崎県壱岐市郷ノ浦町初

山西触字松林591番１
令和７年３月１日 令和13年２月28日

訪問看護ステーション　

しまばら

特定非営利活動法人しまばら　

理事長　鍬取　新悟

長崎県島原市高島二丁目

7209番地５
令和７年４月１日 令和13年３月31日

訪問看護ステーション　

ONE　SKY

ONE　SKY合同会社　代表社員　

山口　祐太朗

長崎県大村市荒瀬町1148

－５
令和６年11月１日 令和12年10月31日

訪問看護ステーション　

ケアシステムサポート　

ゆかり

株式会社ゆかり　代表取締役　

中川内　正子

長崎県大村市宮小路１丁

目213－10
令和７年４月１日 令和13年３月31日

長崎県告示第264号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定によりその

例によることとされる場合を含む。）の規定により、次のとおり指定医療機関から変更の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

（変　更）

区分 医療機関名 開　設　者 所　在　地 変更事項 変更年月日

旧
医療法人Ｐａｌｅｔｔｅ　

ゼロフルクリニック
医療法人Ｐａｌｅｔｔｅ　

理事長　上田　厚登

長崎県大村市小路口町244番

地７
名称変更 令和６年12月１日

新

医療法人Ｐａｌｅｔｔｅ　

上田皮ふ科　ＺＥＲＯ　

ＦＵＬＬ

旧 医療法人社団　古川医院
医療法人社団　古川医院　

理事長　古川　泰蔵 長崎県諫早市高天町2612－

１
名称変更 令和７年２月14日

新
ともしげクリニック外

科・内科

医療法人　奏楽会　理事長　

古川　泰蔵

長崎県告示第265号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中

国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項の規定によりその
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例によることとされる場合を含む。）の規定により、次のとおり指定医療機関から廃止の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

（廃　止）

医療機関名 開　設　者 所　在　地 廃止年月日

江田小児科内科医院 江田　邦夫 長崎県壱岐市石田町印通寺浦302 令和６年10月14日

日本調剤久原薬局
日本調剤株式会社　代表取

締役社長　笠井　直人
長崎県大村市久原２－899－10 令和６年10月31日

なおみレディースクリニッ

ク
浜口　直美 長崎県島原市北安徳町3064－１ 令和６年11月30日

医療法人社団清和会

山住医院

医療法人社団　清和会　理

事長　山住　和之

長崎県東彼杵郡東彼杵町彼杵宿郷395番

地３
令和６年12月１日

本川歯科医院 本川　和寿 長崎県東彼杵郡川棚町中組郷1510 令和６年12月31日

医療法人　やの皮ふ科
医療法人　やの皮ふ科　理

事長　矢野　光政
長崎県諫早市多良見町化屋741番地１ 令和７年１月31日

山口医院 山口　国太郎 長崎県諫早市福田町46番52号 令和６年10月31日

　　　肥料登録の失効（公告）

　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第15条第１項の規定により、次のとおり肥料登録

を失効した。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

登録番号 肥料の種類 肥料の名称 保証成分量 住所または所在地 氏名または名称

長崎県肥

第427号

混合有機質肥

料

混合有機質肥料 窒素全量

� 6.0％

りん酸全量

� 6.0％

長崎県諫早市永昌町８番

21号

九州油糧工業株式会社

代表取締役社長

鈴木　秀郎

　　　土地改良区の定款変更の認可（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款変更（令和７年３月

28日総代会議決）を認可した。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　　土地改良区名　　　島原深江土地改良区

　　認可年月日　　　　令和７年４月18日

　　　土地改良区の定款変更の認可（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款変更（令和７年３月

11日総代会議決）を認可した。

　　　　公　　　　　告
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　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　　土地改良区名　　　飯盛開土地改良区

　　認可年月日　　　　令和７年４月18日

　　　土地改良区の定款変更の認可（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、次の土地改良区の定款変更（令和７年３月

17日総会議決）を認可した。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

　　土地改良区名　　　柳新田土地改良区

　　認可年月日　　　　令和７年４月18日

　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、生月土地改良区から次のとおり役員の就退

任の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

理　　　　事

退　　任　　役　　員

理　　　　事

氏　名 住　所 氏　名 住　所

吉　村　和　好 平戸市生月町里免3371番地 吉　村　和　好 平戸市生月町里免3371番地

田　中　昭　二 平戸市生月町壱部3736番地 田　中　昭　二 平戸市生月町壱部3736番地

田　中　穂　積 平戸市生月町壱部4429番地 大　石　義　孝 平戸市生月町壱部4857番地

村　川　宗寿郎 平戸市生月町壱部4601番地 田　中　穂　積 平戸市生月町壱部4429番地

百　村　政　好 平戸市生月町壱部4800番地 竹　森　久　満 平戸市生月町壱部4835番地

吉　本　嗣　義 平戸市生月町壱部4810番地 百　村　政　好 平戸市生月町壱部4800番地

出　口　利　彦 平戸市生月町壱部5241番地 出　口　利　彦 平戸市生月町壱部5241番地

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

大　石　明　宏 平戸市生月町里免2614番地 大　石　明　宏 平戸市生月町里免2614番地

花　田　義　生 平戸市生月町壱部3733番地２ 濵　﨑　重　継 平戸市生月町壱部5372番地２

　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、生月中央土地改良区から次のとおり役員の

就退任の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

理　　　　事

退　　任　　役　　員

理　　　　事
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氏　名 住　所 氏　名 住　所

川　村　政　幸 平戸市生月町里免1755番地１ 川　村　政　幸 平戸市生月町里免1755番地１

西　岡　正　幸 平戸市生月町里免2630番地 西　岡　正　幸 平戸市生月町里免2630番地

山　口　正　明 平戸市生月町里免3781番地 橋　本　正　雄 平戸市生月町里免2663番地

吉　村　和　好 平戸市生月町里免3371番地 吉　村　和　好 平戸市生月町里免3371番地

本　山　昌　信 平戸市生月町里免737番地 本　山　昌　信 平戸市生月町里免737番地

門　崎　千登美 平戸市生月町里免1989番地 田　中　富　男 平戸市生月町里免957番地

田　中　弘　隆 平戸市生月町里免1033番地 田　中　弘　隆 平戸市生月町里免1033番地

吉　田　千　歳 平戸市生月町里免1704番地 吉　田　千　歳 平戸市生月町里免1704番地

木　山　正　寿 平戸市生月町里免871番地 木　山　正　寿 平戸市生月町里免871番地

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

大　川　利　浩 平戸市生月町里免3968番地 大　川　利　浩 平戸市生月町里免3968番地

舩　原　宗　正 平戸市生月町里免2477番地 舩　原　宗　正 平戸市生月町里免2477番地

大　石　喜　一 平戸市生月町里免732番地 大　石　喜　一 平戸市生月町里免732番地

舩　原　正　司 平戸市生月町山田免994番地 舩　原　正　司 平戸市生月町山田免994番地

　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、愛津原土地改良区から次のとおり役員の就

退任の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

谷　川　幸　人 雲仙市愛野町甲311番地２ 山　本　栄　一 雲仙市愛野町乙2489番地１

　　　土地改良区の役員の就退任（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、宮田土地改良区から次のとおり役員の就退

任の届出があった。

　　令和７年４月30日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

就　　任　　役　　員

理　　　　事

退　　任　　役　　員

理　　　　事

氏　名 住　所 氏　名 住　所

小　川　清　美 雲仙市国見町土黒己1225番地 小　川　清　美 雲仙市国見町土黒己1225番地

佐々木　　　肇 雲仙市国見町土黒己1261番地１ 佐々木　　　肇 雲仙市国見町土黒己1261番地１
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西　川　　　均 雲仙市国見町土黒己1235番地 西　川　　　均 雲仙市国見町土黒己1235番地

林　田　康一郎 雲仙市国見町土黒戊352番地 林　田　康一郎 雲仙市国見町土黒戊352番地

森　本　稔　広 雲仙市国見町土黒己1259番地 森　本　稔　広 雲仙市国見町土黒己1259番地

原　田　克　巳 雲仙市国見町土黒己367番地 原　田　克　巳 雲仙市国見町土黒己367番地

織　田　益　実 雲仙市国見町土黒己37番地 織　田　益　実 雲仙市国見町土黒己37番地

梅　木　　　勉 雲仙市国見町土黒戊532番地１ 梅　木　　　勉 雲仙市国見町土黒戊532番地１

宮　﨑　賢一郎 雲仙市国見町土黒己320番地 宮　﨑　賢一郎 雲仙市国見町土黒己320番地

高　木　浩　三 雲仙市国見町土黒己148番地 高　木　浩　三 雲仙市国見町土黒己148番地

就　　任　　役　　員

監　　　　事

退　　任　　役　　員

監　　　　事

宮　原　眞　一 雲仙市国見町土黒己358番地乙 宮　原　眞　一 雲仙市国見町土黒己358番地乙

篠　﨑　一　喜 雲仙市国見町土黒己1301番地 篠　﨑　一　喜 雲仙市国見町土黒己1301番地

長崎県人事委員会告示第１号

　職権行使者が人事委員会である県の事業所についての労働基準法の号別等（平成20年長崎県人事委員会告示第

１号）の一部を次のように改正する。

　　令和７年４月30日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１

名称 位置 号別等

略

鶴南特別支援学校五島分校 五島市 第12号

時和特別支援学校 時津町 第12号

時和特別支援学校西彼杵分校 西海市 第12号

略

別表第１

名称 位置 号別等

略

鶴南特別支援学校五島分校 五島市 第12号

鶴南特別支援学校高等部西彼杵分教室 西海市 第12号

時和特別支援学校 時津町 第12号

略

　　　　人事委員会告示
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